　丹波市内に支店・営業所を有する業者　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙１）
競争入札参加資格者の「準市内業者」の認定について
丹波市では、丹波市内に本店を置く業者を指名選定において優先しております。

　また丹波市内に支店・営業所を有する業者についても「準市内業者」の認定を受けると、本店を置く業者に次いで、指名選定において優先されます。

認定を受けるためには、下記に示す報告書等の提出が必要ですが、認定基準を満たしていないと認められる場合又は報告書等の提出がない場合は、市外業者として取扱います。
　また、不定期に実地調査を行い、認定基準を満たしていないと認められる場合は、市外業者として取扱います。

　なお、報告書等に虚偽の記載があることが判明したときは、指名停止措置を講ずることがありますので、誤りのないように記載をお願いします。

1． 準市内業者の認定要件

（1） 丹波市入札参加資格者名簿に丹波市内の支店として登録があること。

· 支店とは、主たる営業所である本店以外の営業所をいう。

（2） 支店に契約の権限が委任されていること。

（3） 支店に常駐職員が配置されており、常時業務活動を行っていること。
· 常駐とは、週７日のうち、３日以上又は30時間以上支店に勤務していることをいう。

（4） 丹波市への支店の法人市民税納付実績があること。

2． 常駐職員の内容

（1） 建設工事

２名以上。うち１名は営業所の専任技術者であり、経営審査事項審査結果通知書に記載されている技術職員であること。

（2） 測量・設計コンサルタント等

２名以上。うち１名は、申請業種のいずれか１つに該当する技術者であること。

（3） 物品の買入れ等

２名以上。

3． 提出書類

（1） 準市内業者の支店・営業所の状況報告書（別添）

（2） 常駐職員の雇用関係を確認できるものの写し（雇用保険・社会保険証等）

（3） 完納証明書
※申請日から３ヶ月以内に発行されたもの
※入札参加資格審査申請時に併せて提出する場合は、重複する為不要

（新規に支店を設置し、納期未到来で納税証明書を用意できない場合は、法人設立・設置届出書の事業所控の写し）

（4） 支店の事務所全景写真及び事務所内部の全体写真

（5） 建設業許可申請書の様式１別紙二(1)もしくは(2)の写し　※建設工事の登録事業者の方のみ
4． 提出期間及び提出先等
（１）
提出期間　　随　時

※
認定基準を満たしていることを認めた時点から準市内業者としての取扱いを行います。
（２）
提 出 先　　入札検査部入札検査室（Tel　0795-88-5133）
（３）
提出方法　　郵　送
	工事
	測コン
	物／役

	番号
	


※丹波市記入欄
　　　準市内業者の支店・営業所等の状況報告書
　丹波市長　様

　　次のとおり支店、営業所等の状況について報告します。


令和　　年　　月　　日
所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号・名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

受　任　者　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者　　　　　　　　　　　　　　
１　事務所所在地の確認事項
（1） 　〒　：＿＿＿－＿＿＿＿

　　　　住　所：丹波市　　　　町　　　　　　　　　
（２）社名が入っている看板を掲示しているか。
　　（　いる　・　いない　）

（３）社名が入っている郵便受けを設置しているか　　（　いる　・　いない　）

（４）事務所の形態

□ 専用事務所
□ 住居併用
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　）

（５）電話などの事務用品の状況

電話（転送電話不可）　　　　　台（電話番号：0795-　　-　　　　）転送不可
FAX　　　　　　　　　　　 　　台（FAX番号：0795-　　-　　　　）転送不可
事務机・椅子　　　　　　　　　組

パソコン　　　　　　　　　　　台

書庫（キャビネット等）　　　　個

その他

２　技術者及び事務職員数の確認事項

（１）職種別職員数

事務系職員　　　　　　　　　　人

技術系職員　　　　　　　　　　人

その他　　　　　　　　　　　　人
　（２）職員名簿（社会保険証等の雇用関係を証明できる書類の写しを提出してください。）

	職　員　名
	職種
	役職
	その他（技術者の専門部門など）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


· 職員名簿の記入について
· 職種欄には、「事務、技術又はその他」のいずれかを記入して下さい。

· 役職の欄には、「支店長、営業所長、営業部長」等の記入をし、役職のない方は、未記入としてください。
　※雇用関係を証明できるもの
	内容

確認書類
	根拠
	所有者
	作成者
	備考

	健康保健被保険者証
	健康保険法
	本人
	都道府県又は健康保健組合
	５人以上の事業所に使用されるものは、被保険者となる。

	源泉徴収票
	所得税法
	本人
	給与支払者
	給与の支払いをする者は、所得税を源泉徴収し源泉徴収票を支払を受ける者に交付する義務がある。

	健康保健・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書
	健康保険法
	事業主
	都道府県又は健康保健組合
	事業主は使用する被保険者の標準報酬月額を都道府県又は健康保健組合に届け出る義務があり、それに対し決定額が通知される。

	住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書
	地方税法
	給与支払者
	市区町村
	給与の支払いをする者は、所得税の源泉徴収義務があり、住民税の特別徴収義務者として指定される。


３　法人市民税の納付状況

□納付実績あり　　完納証明書を提出してください。
□納付実績なし　　法人設立・設置届出書の事業所控の写しを提出してください。
４　事業所等の写真

（1） 事務所等全景

	


（２）事務所等内部

	


【建設工事の登録事業者の方のみ】

５　丹波市内の営業所・支店における建設業許可の状況（☑を記入）
（一般）
□土木工事業（土） 　　　　　　　　　　　　　□鋼構造物工事業（鋼） 　　　　　　　□熱絶縁工事業（絶）
□建築工事業（建）　　　 　　　　　　　　　　□鉄筋工事業（筋） 　　　　　　　　　□電気通信工事業（通）
□大工工事業（大） 　　　　　　　　　　　　　□ほ装工事業（ほ） 　　　　　　　　　□造園工事業（園）
□左官工事業（左） 　　　　　　　　　　　　　□しゆんせつ工事業（しゆ）　　　　　 □さく井工事業（井）
□とび・土工工事業（と） 　　　　　　　　　　□板金工事業（板） 　　　　　　　　　□建具工事業（具）
□石工事業（石） 　　　　　　　　　　　　　　□ガラス工事業（ガ） 　　　　　　　　□水道施設工事業（水）
□屋根工事業（屋） 　　　　　　　　　　　　　□塗装工事業（塗） 　　　　　　　　　□消防施設工事業（消）
□電気工事業（電） 　　　　　　　　　　　　　□防水工事業（防） 　　　　　　　　　□清掃施設工事業（清）
□管工事業（管）　　　　　　　 　　　　　　　□内装仕上工事業（内）　　　　　　　 □解体工事業（解）
□タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 　　　□機械器具設置工事業（機）           
（特定）
□土木工事業（土） 　　　　　　　　　　　　　□鋼構造物工事業（鋼） 　　　　　　　□熱絶縁工事業（絶）
□建築工事業（建）　　　 　　　　　　　　　　□鉄筋工事業（筋） 　　　　　　　　　□電気通信工事業（通）
□大工工事業（大） 　　　　　　　　　　　　　□ほ装工事業（ほ） 　　　　　　　　　□造園工事業（園）
□左官工事業（左） 　　　　　　　　　　　　　□しゆんせつ工事業（しゆ）　　　　　 □さく井工事業（井）
□とび・土工工事業（と） 　　　　　　　　　　□板金工事業（板） 　　　　　　　　　□建具工事業（具）
□石工事業（石） 　　　　　　　　　　　　　　□ガラス工事業（ガ） 　　　　　　　　□水道施設工事業（水）
□屋根工事業（屋） 　　　　　　　　　　　　　□塗装工事業（塗） 　　　　　　　　　□消防施設工事業（消）
□電気工事業（電） 　　　　　　　　　　　　　□防水工事業（防） 　　　　　　　　　□清掃施設工事業（清）
□管工事業（管）　　　　　　　 　　　　　　　□内装仕上工事業（内）               □解体工事業（解）
□タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 　　　□機械器具設置工事業（機）          
（建設業許可申請書の様式１別紙二(1)もしくは(2)の写しを添付）










